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とにより捉える。なお基礎データは総務省「国勢調査」2015 年を用いた。全国に 1,896 市区町
村あるが、東日本大震災の影響を受けて統計が未整備な 5 町村を除き 1,891 市区町村を分析の
対象にした。
　また産業構造を構成する産業の種類は多種多様であるが、産業分類は総務省「日本標準産業
分類」を基準にした。すなわち産業分野は次の 19 分野に分類される。①農業 ･ 林業、②漁業、
③鉱業 ･ 採石業 ･ 砂利採取業、④建設業、⑤製造業、⑥電気 ･ ガス ･ 熱供給 ･ 水道業、⑦情報




⑫学術研究 ･ 専門技術サービス業、⑬宿泊業 ･ 飲食サービス業、⑭生活関連サービス業 ･ 娯楽


















① 農業･林業 -0.72** -0.02  
② 漁業 -0.34  0.25  
③ 鉱業･採⽯業･砂利採取業 -0.25  0.07  
④ 建設業 -0.43  0.13  
⑤ 製造業 0.16  -0.80** 
⑥ 電気・ガス・熱供給・⽔道業 -0.04  0.29  
⑦ 情報通信業 0.81** 0.28  
⑧ 運輸業･郵便業 0.49  -0.32  
⑨ 卸売業･⼩売業 0.73** -0.19  
⑩ ⾦融業･保険業 0.87** 0.15  
⑪ 不動産業･物品賃貸業 0.89** 0.27  
⑫ 学術研究･専⾨技術サービス業 0.80** 0.26  
⑬ 宿泊業･飲⾷サービス業 -0.05  0.46  
⑭ ⽣活関連サービス業･娯楽業 0.27  0.01  
⑮ 教育･学習⽀援業 0.23  0.54*  
⑯ 医療･福祉 -0.10  -0.03  
⑰ 複合サービス事業 -0.81** 0.24  
⑱ サービス業 0.45  0.26  
⑲ 公務 -0.47  0.54*  
注 1：総務省「国勢調査」2015 年を基にして全国の 1,891 市区町村を対象に分析した。 













　全国 1,891 市区町村の産業構造の特性（格差）を最も示す総合指標は第 1 主成分として作成

































































































































































ある経営体の総数は 2,357 経営体で、その内訳をみると第 1 位は稲作で 866 経営体（36.7%）、
第 2 位は施設野菜で 398 経営体（16.9%）、第 3 位は肉用牛で 338 経営体（14.3%）であった。



























































　褐毛和種（繁殖牛）を飼養している農家は熊本県内に 867 戸あり、飼養頭数は 11,045 頭であ
る（熊本県「熊本県畜産統計」2017 年）。その内、阿蘇カルデラ地域は 524 戸で 7,850 頭が飼
養されており熊本県内の 71.1% を占めている。このように褐毛和種（繁殖牛）は阿蘇カルデラ
地域に特化している。
　また放牧利用面積をみると、熊本県内に共同牧野が 17,332ha と個人牧野が 782ha あるが、
その内で阿蘇カルデラ地域に共同牧野が 17,120ha で熊本県全体の 98.8% を占め、また個人牧野
は 590ha で 75.4% を占めている。放牧も阿蘇カルデラ地域に特化した飼養方法である。
　さらに採草地は熊本県内に 2,292ha あり、その内で阿蘇カルデラ地域には 1,372ha あり、熊




その内で阿蘇カルデラ地域には 11,517ha あり全体の 84.0% を占めている。なお所有の内訳は



























































本県の肉用牛（繁殖牛）頭数は 67,662 頭で、その内訳をみると褐毛和種 58,923 頭、黒毛和種
8,739 頭であり、褐毛和種が 87.1% を占めていた。なお阿蘇カルデラ地域には褐毛和種 26,788
頭が飼養されており熊本県の 45.5% を占めていた。黒毛和種は 78 頭に過ぎない。このように
阿蘇カルデラ地域の肉用牛（繁殖牛）は 26,866 頭であったが、その内で褐毛和種は 26,788 頭
であり 99.7% を占めており、褐毛和種に特化していた。
　牛肉輸入自由化政策実施後の阿蘇カルデラ地域の褐毛和種の頭数は図 4 に示すように大きく


















































　しかし図 3 と図 4 を比較しながら阿蘇カルデラ地域の褐毛和種の動きをみると、違った観点


















場合が 40 歳代前半であるのに比べて約 20 歳高齢化している。さらに農業に限ってみるとさら
に 5 歳も高齢化し 60 歳代後半になる。このように阿蘇カルデラ地域の農業を支えているのは
60 歳代から 70 歳代の団塊の世代、さらに熟練高齢者の 80 歳代の方々である（図 5 の縦線で示
した部分）。今後、例えば 10 年後にはどうなるのか。喫緊な課題である。


















































































































































2000 ～ 2001 年の若者の流出は中学校入学の年齢から 20 歳代初め頃まで続いていたが、熊本地




















































図 7 草原の管理放棄による社会経済的損失 
管理放棄された草原は収益が無い。 
社会経済的損失部分（⽣産者・消費者余剰が無い） 
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の管理放棄地が増えて供給が減ってきた。これを図 7 の横線の X1 から X2 への草原（萱）の減
少として表した。
　萱の需要者として知人の A さん（健康茶製造販売業）が萱一束 650 円で購入されてきた。
図 7 で示せば萱の供給が少なくなり（X2）、価格は 650 円まで高くなっている。もし萱の供給
が十分あれば価格は 500 円であったが、草原の管理放棄地が増えて供給が減少した影響であ
る。A さん（萱の消費者）にとっては本来なら 500 円で購入できたけれども、供給の減少によ
り 650 円で購入した。つまり A さんは草原の放棄地が増えたことにより萱一束当たり 150 円
の損失を被っている。この損失を分かりやすく示すと図 7 の△ ace の斜線の部分である。これ
が草原放棄地による消費者余剰の損失である。
　また生産者の立場からも同様に考えられる。萱一束の生産費を仮に X2 の点で 350 円とする









































2019 年 4 月 25 日撮影
写真 3.3　野生のベニバナヤマ
シャクヤク





































2019 年 7 月 23 日撮影
写真 3.7　野生のヒゴタイ
2019 年 8 月 17 日撮影
写真 3.5　野生のヒメユリ















































































































































Leveraging Social Common Capital In 
Grasslands For Digital Society
Mamoru YAMANAKA
Abstract
  The aim of this paper is twofold. Firstly, to redefine the grasslands 
belonged to Aso UNESCO Global Geopark as Social Common 
Capital, where is traditionally regarded as Capital Goods for primary 
industries. Secondly, to pose the challenges of developing grasslands 
to build sustainable Social Common Capital, along with raising the 
possibility of connecting the Social Common Capital of the Aso 
grasslands with the information society through advanced digital 
technologies.
  This study identifies:
  （1） Globalization and developments of information society directly 
impact on the pace of the abandoned grasslands in Aso, and the 
sustainability of the Social Common Capital from the Aso grasslands 
is facing a severe threatening situation. 
  （2） Taking the ownership of some part of the Aso grasslands 
by Non-Profit Organization （NPO） proved the effectiveness to 
restore the sustainability of the Aso grassland ecosystem with the 
creation of the new benefits for digital society such as providing an 
opportunity for non-residents to learn about the endangered species.
  （3） Integrating the Aso grasslands with the market economy is 
critical for maintaining the grasslands as sustainable Social Common 
Capital, and a management entity like the aforementioned NPO is a 
necessary piece to support the integration.
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